
国家公務員共済組合連合会　保健経理
民間企業仮定貸借対照表

令和3年3月31日現在 （単位：円）

（資産の部）
Ⅰ　流動資産

現金・預金 370,127,810
未収金 70,672,535

　流動資産合計 440,800,345
　　　　　　資産合計 440,800,345
（負債の部）
Ⅰ　流動負債

未払金 397,338,483
未払費用 263,974
預り金 102,293
引当金

賞与引当金 1,455,500 1,455,500
　流動負債合計 399,160,250

Ⅱ　固定負債
引当金

退職給付引当金 28,877,400 28,877,400
　固定負債合計 28,877,400

　　　　　　負債合計 428,037,650
（純資産の部）
Ⅰ　基本金

基本金 38,000
　基本金合計 38,000

Ⅱ　剰余金
利益剰余金

積立金 13,700,713
当期利益金 △ 976,018 12,724,695
　剰余金合計 12,724,695

　　　　　　純資産合計 12,762,695
　　　　　　負債純資産合計 440,800,345

金　額科　目



国家公務員共済組合連合会　保健経理

民間企業仮定損益計算書

自　令和2年4月1日　至　令和3年3月31日 （単位：円）

経常収益

単位組合受入金 4,660,107,584

　経常収益合計 4,660,107,584

経常費用

一般管理費

一般管理費 59,261,699

賞与引当金繰入 1,455,500

退職給付費用 1,951,610

一般管理費合計 62,668,809

繰入金

医療経理へ繰入 1,630,248,756

宿泊経理へ繰入 2,968,166,037

繰入金合計 4,598,414,793

　経常費用合計 4,661,083,602

経常利益 △ 976,018

当期利益金 △ 976,018

金　額科　目



国家公務員共済組合連合会　保健経理

キャッシュ・フロー計算書

自　令和2年4月1日　至　令和3年3月31日 (単位：円)

金額

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

当期利益金 △ 976,018

賞与引当金の増減額 △ 89,043

退職給付引当金の増減額 1,951,610

未収金の増減額 32,220,851

未払金の増減額 △ 43,727,057

受託債権回収預り金の増減額 △ 804,819,508

その他 △ 13,725

小計 △ 815,452,890

利息及び配当の受取額 419

　業務活動によるキャッシュ・フロー △ 815,452,471

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動によるキャッシュ・フロー 0

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動によるキャッシュ・フロー 0

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 0

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 △ 815,452,471

Ⅵ　現金及び現金同等物期首残高 1,185,580,281

Ⅶ　現金及び現金同等物期末残高 370,127,810

科目



 重要な会計方針等 保健経理 

 

１．引当金の計上基準 

（１）賞与引当金 

職員に対して支給する賞与（期末手当及び勤勉手当）の支出に充てるため、支給

見込額を計上しております。 

 

（２）退職給付引当金 

a） 採用している退職給付制度の概要 

当連合会は、役職員の退職給付に備えるため、確定給付型の制度として、退職一

時金制度を設けております。 

 

b） 退職給付債務の計算方法 

原則法に基づく退職給付債務の額（原則法に基づき算定した過去５年間の行政

コスト計算書類上の退職給付引当金の額）と事業年度末時点の自己都合要支給

額（過去５年間の財務諸表上の退職給付引当金の額）との比較指数を求め、当事

業年度末時点の自己都合要支給額に比較指数を乗じて退職給付債務を計算する

簡便法を適用し、５年ごとに比較指数の見直しを行っております。 

 なお、原則法の割引率は 0.4%を使用しております。 

 

c） 確定給付制度 

i）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

 退職給付引当金の期首残高      26,925,790 円 

 退職給付費用                 1,951,610 円 

 退職給付引当金の期末残高   28,877,400 円 

 

ⅱ）退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整額 

 非積立型制度の退職給付債務 28,877,400 円 

 貸借対照表に計上された負債 28,877,400 円  

 

  退職給付引当金                28,877,400 円 

    貸借対照表に計上された負債          28,877,400 円 

 

ⅲ）退職給付費用 

        簡便法で計算した退職給付費用 当事業年度 1,951,610 円 

 



２．その他の重要な事項 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込み方式によっております。 

 

３．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

資金運用については短期的な預金等に限定しております。 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

令和 3年 3月 31 日における民間企業仮定貸借対照表計上額、時価及びこれらの

差額については、次の通りであります。 

（単位：円） 

 民間企業仮定 

貸借対照表計上額 
時価 差額 

現金・預金 

未払金 

370,127,810 

(397,338,483) 

370,127,810 

(397,338,483) 

－ 

－ 

 （＊）負債に計上されているものについては、（  ）で示しております。 

 

（注）金融商品の時価の算定方法 

現金・預金及び未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。 

 

４．キャッシュ・フロー計算書に関する事項 

（１）キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日から満期日又は償還日まで期間が 3 ヶ月以内

の流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない短期的な投資からなっております。 

 

（２）現金及び現金同等物の期末残高と民間企業仮定貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

 現金・預金 ････････････････････････････ 370,127,810 円 

      現金及び現金同等物 370,127,810 円 

 

５．行政コスト計算財務書類を作成する日までに発生した重要な後発事象 

 該当事項はありません。 

 

６．重要な会計方針の変更 

 該当事項はありません。 
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